
（ ）

19,926

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

都道府県警察施設
整備費補助金

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

労務費及び資材費の上昇
「新しい日本のための優先課題推進枠」 3,939

32年度要求

事業番号 0043

交通安全対策、2020年東京オリパラ

31年度当初予算

18,481

18,481 19,926

年度32

32 年度
28年度 29年度 30年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

9,992 14,356 16,024 - -

16,667 25,000 -

社会資本整備重点計画（第4次）
交通安全基本計画（第10次）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

109 103

13,500

13,866 16,146

18,000

90 -

-

-

- -

18,481 19,926

関係する
計画、通知等

達成度

9,843

-

9,000

年度

-

27,000

-

60 57 48 - -

33,334 50,000

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 件/年

平成３１年度行政事業レビューシート 警察庁

執行額

15,826 15,924 16,499 18,568 19,926

15,582 16,139

執行率（％） 100% 98% 98%

②信号制御の改良による通
過時間の短縮
【H32年度までに対策実施
箇所において約５千万人時
間／年短縮】

信号制御の改良により短縮
されていると推計される対
策実施箇所の通過時間（千
人・時間／年）

成果実績 千人・時間/年

目標値

昭和４１年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　交通事故が多発するなど特に交通の安全を確保する必要がある道路について、国の補助金により交通安全施設等整備事業を推進することにより、これらの
道路における交通環境の改善を行い、もって交通の安全を図り、平成32年度までに交通事故死者数を,2,500人以下にするという政府目標の達成に寄与する。

前年度から繰越し 25 178

成果実績

目標値

成果指標 単位

件/年

121

15,800

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

16,465

87

29年度

　警察法に基づき、都道府県公安委員会が交通の安全と円滑を図るため実施する信号機、道路標識等の整備事業（交通安全施設等整備事業）に要する経費
の一部を補助（10分の５）するものである。本補助事業は、交通安全施設等整備事業の推進に関する法律に基づき、交通事故が多発するなど特に交通の安全
を確保する必要のある道路として国が指定した道路上において、社会資本整備重点計画に即して実施されるものである。

- -

15,979

- -

▲ 87 -

信号機の改良等により抑止
されていると推計される死
傷事故件数（件／年）

-

千人・時間/年

都道府県警察施設整備費補助金（交通安全施設） 担当部局庁 交通局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 交通規制課
交通規制課長
遠藤　顕史

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 178

計

30年度

その他の事項経費

▲ 121

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

32年度要求

予算
の状
況

15,867

①信号機の改良等による死
傷事故の抑止件数
【H32年度までに約27,000件
／年抑止】

実施方法

定量的な成果目標

28年度

％

達成度 ％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

警察法第37条第3項
警察法施行令第3条第2項
交通安全施設等整備事業の推進に関する法律第3条第
1項

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
社会資本整備重点計画

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

99% 98% 98%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
社会資本整備重点計画

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



単位当たり
コスト

算出根拠

万円/基

116,400万円／970基

30年度

計算式
事業費
　/事業量

31年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

100

6,730 7,157

6,982 7,192 7,167

28年度

28年度

- -

33,334 50,001

28年度 29年度 30年度

17,573 24,379 27,571

66,668

-101 -

中間目標 目標最終年度

- 年度

- 100,000

53 49 41 - -

- 年度

99.5 99.1 98.7 - -

年度

32 年度

268,000万円／1,675基 246,330万円／1,449基

31年度活動見込

目標最終年度

98.7 99 99.4 - 100

28年度 29年度 30年度

28年度 30年度

365,760万円／3,048基

569 501 447

29年度

280,300万円／2,803基

基

当初見込み

基

③信号機のプログラム多段系統化等の各年度における
事業量

活動実績 基

当初見込み 基

120

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

⑤信号制御機の更新数

単位

2,707 2,614 2,641

達成度

93,360万円／778基 106,200万円／885基 102,360万円／853基

③信号機のプログラム多段系統化の 事業費／事業量

28年度

29年度 30年度

120

単位当たり
コスト

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

32

単位

①信号灯器のLED化の  事業費／事業量

単位当たり
コスト

30年度
中間目標

99100

単位

達成度 ％

目標値

成果指標 29年度

重点整備地区内の主要な
生活関連経路を構成する
道路におけるバリアフリー
化の割合（％）

成果実績

％

成果指標

活動実績

％

④信号制御の改良による
CO2の排出抑止量
【H32年度までに約10万t-
CO2/年抑止】

317,560万円／1,868基

28年度

120

式

274,700万円／2,747基

170 160 170 170

28年度 29年度 31年度活動見込

計算式

②信号機の集中制御化等の各年度における事業量

326,800万円／3,268基

868

31年度活動見込

120 100

120

事業費
　/事業量 314,500万円／1,850基

単位

％

①信号灯器（車両用）のLED化等の各年度における事業
量

③主要な生活関連経路に
おける信号機等のバリアフ
リー化率
【H26年度 約98％ → H32
年度 100％】

活動指標

100

活動実績

30年度

30年度

762 883

万円/基

活動指標 単位

活動実績 基

当初見込み 基

7,147

778 885 853

29年度

29年度 30年度

1,868 1,675 1,449

当初見込み 基

31年度
活動見込

605 -

3,048 2,747 2,803

1,855 1,718 1,447

28年度

28年度 29年度 30年度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

単位

t-CO2/年

信号制御の改良により抑止
されていると推計される二
酸化炭素の排出量（t-
CO2/年）

成果実績

目標値 t-CO2/年

定量的な成果目標

単位当たり
コスト

式

万円/基

活動指標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

④視覚障害者用付加装置の整備等の各年度における
事業量

活動実績

基

計算式
事業費
　/事業量

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

②信号機の集中制御化の 事業費／事業量

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

29年度

536 545 545

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

- -

1,850 -

31年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

970 -

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

3,268

-

-

31年度
活動見込

32年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

7,932 -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
社会資本整備重点計画

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
社会資本整備重点計画



年度 32 年度

27,571 -

-

④重点整備地区内の主要な生活関連経路を構成する道
路におけるバリアフリー化の割合

実績値

- 年度

-

目標値
t-CO2/

年
33,334 50,001 66,668

32 年度

⑤信号制御の改良により抑止されていると推計される二
酸化炭素の排出量

実績値

29年度

14,356 16,024

中間目標 目標年度

-

目標値

①信号機の改良等により抑止されていると推計される死
傷事故件数

25,000 33,334

②事故危険箇所対策実施箇所における対策により抑止
された死傷事故件数の割合

実績値 割

単位

施策 ３　道路交通環境の整備

政策 ４　安全かつ快適な交通の確保

定量的指標 単位 28年度 29年度 30年度

測
定
指
標

t-CO2/
年

17,573 24,379

99.4

目標年度

- 年度 32 年度

- 100目標値 ％

年度

中間目標

30年度
中間目標 目標年度

実績値 件/年 9,843

④視覚障害者用付加装置の 事業費／事業量

単位当たり
コスト

単位

9,992

年度

28年度 29年度 30年度 31年度活動見込

100 100

44,700万円／447基 66,550万円／605基

年度

中間目標 目標年度

100

28年度

-

98.7 99

- 32
定量的指標

13,866

56,900万円／569基

- -

万円/基

算出根拠

50,000

- 100,000

定量的指標 単位 28年度 29年度 30年度

99.1

定量的指標 単位 28年度

③信号制御の改良により短縮されていると推計される対
策実施箇所の通過時間

110

4.4 - -

目標値 割 -

千人・時
間/年

実績値

-

- 年度

定量的指標
年度

千人・時
間/年

16,667

3

-

32

事業費
　/事業量

-

98.7 -

計算式

30年度
中間目標

単位当たり
コスト

29年度 30年度

50,100万円／501基

16,146 -

目標値 件/年

29年度

％ 99.5

単位 28年度

9,000 13,500 27,000

目標年度

- 年度 32

18,000 -

測
定
指
標

中間目標 目標年度

-

⑥老朽化した信号機の基数

実績値 千基 - -

目標値 千基 - - - - 60

29年度 30年度定量的指標 単位 28年度

45 46

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業は交通安全施設を整備することにより道路交通環境の整備を図るものである。

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

効果

測定

効果

測定中



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工

程
表
 
2
0
1
8 -

達成度 ％ -

-

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

個別施設（道路、公園など各施設）ごとの長寿命化計画
（個別施設計画）の策定率　【目標：2020年度末までに
100％】

取組
事項

分野： 社会資本整備等
地方公共団体による公共施設等総合管理計画の策定促進と、ストック適正化に向けた国の積極的
な役割

受益者は国民全体であるため妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

無

○

3228 年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

％

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

100

-

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

‐

％

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

当初見込みを概ね達成している。

○

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

K
P
I

(

第
一
階
層

）

-

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

必要に応じて補助対象事業の標準構成の見直しなどを行っ
ている。

行政事業レビュー推進チームの所見

成果目標は、社会資本整備重点計画において設定されてい
るものであり、成果目標達成に向けて計画的に事業を実施し
ている。

- -

○

整備効果等を踏まえ補助対象事業等を事前に限定している。

単位

外部有識者の所見

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業は、国民が安心して社会生活を営むための基盤とな
る、交通の安全と円滑の確保を目的としており、優先度の高
い事業である。

毎年度実施の各都道府県に対する契約額調査に基づき、補
助単価の見直しを行っている。

40 -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

無

年度

-

○

点検対象外

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

都道府県からの申請に基づき交付決定をしている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

‐

車両運転者、歩行者等全ての道路利用者に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

個々の事業の効果を客観的、体系的かつ定量的に評価する
ことで、事業を重点的、効果的かつ効率的に推進している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

-

○

-

本事業の予算要求に当たっては、毎年単価等の見直しを行っており、引き続き実施する。

本事業については、毎年の交付申請や事業終了後の補助対象事業の実施状況報告等により、各都道府県ごとの事業の実施状況について点検
しているところである。

計画開始時
30年度 31年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

-

目標値

中間目標

評　価項　　目

いまだ多くの命が交通事故により失われており、交通の安全
と円滑の確保に向けた取組の更なる強化が求められている。

目標最終年度

本事業は、一都道府県に居住する住民だけでなく、当該地域
を通過するすべての道路利用者に影響を与えるものであるこ
とから、各都道府県に対して、国として一定の水準が確保さ
れるよう必要な財源を補助する必要がある。

○

○

-

事業番号 事業名所管府省名

-



現
状
通
り

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

具体的で十分な内容と認められる。

現
状
通
り

特になし。



( )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

※　内訳については、総事業費を計上

平成29年度 38

53 平成25年度 52

平成26年度 49 平成27年度 40 平成28年度 41

平成22年度 当初21 平成23年度 68 平成24年度

平成30年度 警察庁 0037

計 143 計 36

C.千里電気工業株式会社 D.ラインファルト工業株式会社

費　目 使　途

施設整備費 信号機関係 143 施設整備費 標識・標示関係

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

施設整備費交通安全施設等整備事業に関する経費

費　目

計 1,429 計 914

費　目 使　途

B.オムロンソリューションズ株式会社
金　額

(百万円）

1,429

（「災害に備えた道路交通環境の整備」を除
く。）

管制センター関係

使　途

補助金

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

36

金　額
(百万円）

A.大阪府警察

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

914

警察庁

１６，１３９百万円

内閣総理大臣から委任を受けた
警察庁長官が交付決定

【補助金等交付】

Ａ．都道府県警察

大阪府警察

１，４２９百万円

都道府県警察（４６機関）

１４，８１２百万円

各都道府県警察が、交通安全施設の整備を実施

＜管制センター関係＞

【随意契約（公募）】

Ｂ.民間会社（１者）

９１３百万円

管制センター整備に必要な資
機材等の納入や工事を実施

＜信号機関係＞

【一般競争契約（最低価格）】

C.民間会社（３２者）

１，５６３百万円

信号機整備に必要な資機材等
の納入や工事を実施

＜標識・標示関係＞

【一般競争契約（最低価格）】

D.民間会社（１３者）

２５４百万円

標識・標示整備に必要な資機
材等の納入や工事を実施

※ 平成２９年度からの繰越し１１７万円を含む。



支出先上位１０者リスト

A.

B

補助金交付

補助金交付

補助金交付

補助金交付

734

-

-

-

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

1,095

981

871

571

558

528 - -

-684

- -

補助金等交付739

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付 -

- -

-

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

オムロンソーシャルソ
リューションズ株式会
社

7010401090640
交通管制センター中央装置
の高度化に伴う拡充工事

481
随意契約
（公募）

- -

随意契約
（公募）

- - -2

-

オムロンソーシャルソ
リューションズ株式会
社

7010401090640
交通管制センター中央装置
の高度化に伴う定数設定等
業務

432

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

6000020400009

補助金交付

補助金交付

補助金交付

補助金交付

補助金交付

補助金交付

-

-

契約方式等

補助金等交付

8000020130001

2000020080004

2

3

- -

法　人　番　号

7000020010006

4000020270008 1,429

10

-

1000020230006

4000020120006

1000020140007

1000020110001

8000020040002

入札者数
（応募者数）

落札率

6

1

8

7

9

- -

補助金等交付

補助金等交付

-

5 - -

- -

4

大阪府警察

北海道警察

愛知県警察

千葉県警察

神奈川県警察

埼玉県警察

宮城県警察

警視庁

茨城県警察

福岡県警察



C

29

30

遠藤電気工事株式会
社

8120001076029
信号機改良等工事（第１１
回）（設置工事）

18
一般競争契約
（最低価格）

19 - -

23

24

21

22

日信電子サービス株
式会社

8010501020034
信号機改良等工事（第１５
回）（機器製作）

17
一般競争契約
（最低価格）

13 - -

27

28

25

26

ミナモト通信株式会
社

2020001030034
信号機改良等工事（第８
回）（機器製作）

10
一般競争契約
（最低価格）

14 - -

ミナモト通信株式会
社

2020001030034
信号機改良等工事（第２８
回）（機器製作）

19
一般競争契約
（最低価格）

13 - -

15

16

13

14

昭和電機株式会社 1120001027574
信号機改良等工事（第９
回）（設置工事）

29
一般競争契約
（最低価格）

20 - -

19

20

17

18

マルヤ電気株式会社 2120001052976
信号機改良等工事（第３０
回）（設置工事）

39
一般競争契約
（最低価格）

17 - -

三浦電気工事株式会
社

7120001040159
信号機改良等工事（第２０
回）（設置工事）

31
一般競争契約
（最低価格）

19 - -

7

8

5

6

千里電気工業株式会
社

4120101003695
信号機改良等工事（第７
回）（設置工事）

24
一般競争契約
（最低価格）

19 - -

11

12

9

10

日本信号株式会社大
阪支社

9010001110631
信号機改良等工事（第１
回）（機器製作）

15
一般競争契約
（最低価格）

13 - -

日本信号株式会社大
阪支社

9010001110631
信号機改良等工事（第１３
回）（機器製作）

19
一般競争契約
（最低価格）

13 - -

3

4

1

2

千里電気工業株式会
社

4120101003695
信号機改良等工事（第６
回） （設置工事）

38
一般競争契約
（最低価格）

19 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

千里電気工業株式会
社

4120101003695
信号機改良等工事（第１０
回）（設置工事）

28
一般競争契約
（最低価格）

20 - -

千里電気工業株式会
社

4120101003695
信号機改良等工事（第１
回）（設置工事）

27
一般競争契約
（最低価格）

19 - -

千里電気工業株式会
社

4120101003695
信号機改良等工事（第１９
回）（設置工事）

26
一般競争契約
（最低価格）

19 - -

日本信号株式会社大
阪支社

9010001110631
信号機改良等工事（第５
回）（機器製作）

24
一般競争契約
（最低価格）

12 - -

日本信号株式会社大
阪支社

9010001110631
信号機改良等工事（第６
回）（機器製作）

16
一般競争契約
（最低価格）

12 - -

日本信号株式会社大
阪支社

9010001110631
信号機改良等工事（第２
回）（機器製作）

13
一般競争契約
（最低価格）

13 - -

日本信号株式会社大
阪支社

9010001110631
信号機改良等工事（第３
回）（機器製作）

11
一般競争契約
（最低価格）

13 - -

昭和電機株式会社 1120001027574
信号機改良等工事（第３１
回）（設置工事）

36
一般競争契約
（最低価格）

20 - -

昭和電機株式会社 1120001027574
信号機改良等工事（第８
回）（設置工事）

27
一般競争契約
（最低価格）

20 - -

三浦電気工事株式会
社

7120001040159
信号機改良等工事（第５
回）（設置工事）

46
一般競争契約
（最低価格）

19 - -

マルヤ電気株式会社 2120001052976
信号機改良等工事（第３２
回）（設置工事）

37
一般競争契約
（最低価格）

18 - -

日信電子サービス株
式会社

8010501020034
信号機改良等工事（第１９
回）（機器製作）

25
一般競争契約
（最低価格）

13 - -

日信電子サービス株
式会社

8010501020034
信号機改良等工事（第３１
回）（機器製作）

19
一般競争契約
（最低価格）

13 - -

ミナモト通信株式会
社

2020001030034
信号機改良等工事（第３０
回）（機器製作）

18
一般競争契約
（最低価格）

13 - -

ミナモト通信株式会
社

2020001030034
信号機改良等工事（第７
回）（機器製作）

12
一般競争契約
（最低価格）

14 - -

信号電材株式会社 4290001053873
信号機改良等工事（第２０
回）（機器製作）

38
一般競争契約
（最低価格）

13 - -

信号電材株式会社 4290001053873
信号機改良等工事（第２４
回）（機器製作）

17
一般競争契約
（最低価格）

13 - -

遠藤電気工事株式会
社

8120001076029
信号機改良等工事（第２
回）（設置工事）

20
一般競争契約
（最低価格）

19 - -

遠藤電気工事株式会
社

8120001076029
信号機改良等工事（第１４
回）（設置工事）

16
一般競争契約
（最低価格）

19 - -



D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

8

9

6

7

有限会社堺エコノス 2120102011410
道路標示設置等工事（第７
回）

13
一般競争契約
（最低価格）

26 - -

12

13

10

11

株式会社三野商店 7120901008528
道路標識設置等工事（第１
４回）

13
一般競争契約
（最低価格）

41 - -

阪神装路株式会社 8120001004121
道路標示設置等工事（第４
回）

14
一般競争契約
（最低価格）

27 - -

1

4

5

2

3

ラインファルト工業株
式会社

3120101008010
道路標示設置等工事（第２
回）

11
一般競争契約
（最低価格）

27 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

ラインファルト工業株
式会社

3120101008010
道路標示設置等工事（第９
回）

25
一般競争契約
（最低価格）

26 - -

トアライナー株式会
社

1120901009762
道路標示設置等工事（第６
回）

27
一般競争契約
（最低価格）

27 - -

トアライナー株式会
社

1120901009762
道路標示設置等工事（第３
回）

9
一般競争契約
（最低価格）

27 - -

有限会社堺エコノス 2120102011410
道路標示設置等工事（第１
回）

13
一般競争契約
（最低価格）

27 - -

全国工業株式会社 6120001027652
道路標示設置等工事（第１
０回）

22
一般競争契約
（最低価格）

26 - -

山路ライン有限会社 5120102021687
道路標示設置等工事（第８
回）

15
一般競争契約
（最低価格）

26 - -

株式会社ノーブルグ
ループ

7120901007942
道路標識設置等工事（第１
３回）

11
一般競争契約
（最低価格）

41 - -

道路安全企画株式会
社

1120901017451
道路標示設置等工事（第５
回）

10
一般競争契約
（最低価格）

27 - -

辰巳工業 -
道路標識設置等工事（第７
回）

10
一般競争契約
（最低価格）

40 - -


